
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　：　類似団体の平均を上回っており、平成１３年度以降上昇傾向にあるが、平成１７年１１月７日に合併し、新たな
枠組みの中で、 財産調査や差し押さえなどによる市税の徴収強化等により、更なる財政基盤の強化を図る。
経常収支比率　：　類似団体の平均値を上回っており、近年悪化している。起債に頼った普通建設事業（道路事業等）の実施
などが原因となっており、退職者に対する補充率を７０％程度にすることによる人件費の削減や、早期に財政健全化のための
計画を作成することにより公債費を抑制し、財政の弾力化を図る。
起債制限比率　：　臨時地方道整備事業等道路関係の起債に対する償還額が多くなっており、平成１４年度以降１．０ポイント
上昇し、類似団体の平均値と比較しても高い状況である。平成１９年度に起債の償還がピークを迎えるが、平成１６年度以降、
起債発行額を抑制しており、合併後においても早期に財政健全化のための計画を策定し、公債費の抑制に努める。
人口１人当たり地方債現在高　：　平成１５年度までに実施した道路整備や施設整備（中学校屋内運動場等）の実施により、
類似団体の平均値を上回っている。しかし、近年上昇していた地方債現在高は、平成１６年度に減少に転じており、合併後にお
いても、早期に財政健全化のための計画を策定し現在高を減少させる。
ラスパイレス指数　：　職員構成の変動により、対前年度比で１．２ポイント伸びており、類似団体平均値と比較しても０．２ポイ
ント高い水準である。ラスパイレス指数には反映しないが、平成１４年度以降管理職手当支給額の１０％削減、特殊勤務手当
の全廃などを実施し給与の適正化に努めてきたところである。合併後においては、統一された給料表を基に、職員間の給料格
差の是正も含めて適正化に努める。
人口１０００人当たり職員数　：　類似団体平均値と比較して１．３６人高い状況である。類似団体と比較して、保育所・幼稚園
の職員（２０人）が多いことが主な要因であるが、平成１２年度から平成１５年度までを計画期間とした総務省通知による定員適
正化計画では、一般行政職２名減員としていたところを３名減員し、平成１７年４月１日までにはさらに３名減員となったところで
ある。合併後も新たな枠組みで退職者に対する補充率を７０％程度にすること等により、定員適正化に向けて努力する。


